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研究要旨  
我々は、昨年度までに作成した「エイズ予防指針に基づく課題の一覧表」に基づき、これまでの

HIV 感染症に関する研究、事業、ガイドラインとの関連性を整理し、様々な専門家（医療従事者、
基礎研究者、NGO団体関係者、行政担当者等）との討議を深めた。その結果、次の予防指針改定ま
でに議論を深めるべき優先順位が高い課題として、1）早期診断治療のための仕組み作り、2）エイ
ズ発症例を含む”Late Presenter”に対する対策、3) PrEP導入を踏まえた日本におけるコンビネーショ
ン HIV予防の 3課題が確認された。早期診断の標的集団を明らかにするため、AMEDエイズ対策研
究・耐性動向班で集められた遺伝子配列を再分析したところ、最近拡大したクラスタの特徴として

若年と中年以上の層という２つのキー集団が明らかとなった。我が国においては、現行の免疫機能

障害の認定基準に適合する症例であっても、診断から治療開始までに 72日間を要している。基準に
適合しない症例やこの間に受診中断する症例も 10%程度存在し様々な問題と関連している。我が国
の新規症例の半数を占める“Late Presenter”対策に関して討議を重ね、「エイズ発症ゼロを目指した AI
によるフリーテキスト解析」の企画を立ち上げた。PrEPの日本への導入に向けた諸課題の整理を行
い、コミュニティの役割などへの理解が深まった。わが国における性産業従事者の HIV検査・予防
の取り組みの実態を明らかにした。予防指針に沿った施策の実現のため、行政・医療・コミュニテ

ィの協働は必要不可欠だが、感染予防法や抗ウイルス療法の進歩に対応した取り組みに集中した新

たな提案が必要である。具体的には PrEP導入をきっかけとした、感染予防と検査勧奨の取り組みが
喫緊の課題である。 
 

 
 

 
A．研究目的  
	 世界におけるエイズ/HIV 感染症を取り巻く状況
は、抗ウイルス薬の多剤併用療法（ART）の飛躍的
進歩によって大きく変貌した。ARTの早期導入は生
命予後を改善するばかりでなく、パートナーへの感

染予防効果も示された（Treatment as Prevention: 
TasP）。このことは当事者コミュニティ側への影響も
大きく、Undetectable = Untransmittable (U=U) などの
メッセージ性の強い普及啓発が展開されるようにな

った。抗ウイルス薬を用いた暴露前予防投与（Pre 
Exposure Prophylaxis: PrEP）の有効性が証明され、多
くの国で推奨されるようになった。また、ARTの効
果について“ケアカスケード分析”によるモニタリン
グが各国におけるエイズ対策の拠り所となり、2016
年 6月の国連総会では、目標達成に向けた 2020年の
マイルストーンとして 90-90-90の達成を目指し、新
規 HIV 感染者を 2010 年時点の 75%に減少させると

いう目標が定められた。一方、我が国におけるエイ

ズ対策は、後天性免疫不全症候群に関する特定感染

症予防指針（エイズ予防指針）に沿って展開されて

きたが、新規登録患者数は、毎年約 1400 名という
レベルで推移し（エイズ動向委員会）、新たな取り

組みが求められてきた。これらの動きを踏まえ、エ

イズ予防指針は、平成 30年 1月 18日付けで改定さ
れた。本研究の目的は、改定されたエイズ予防指針

に基づき、陽性者を取り巻く課題に対する各種施策

の効果を経年的に評価するとともに、一元的に進捗

状況を把握し、課題抽出を行うことで、一貫したエ

イズ対策を推進するところにある。このために、エ

イズ予防指針に基づく課題の一覧表を作成し、これ

までの研究、事業、HIV感染症に関するガイドライ
ンとの関連性を整理するとともに、HIV感染者・エ
イズ患者を取り巻く課題に関わる様々な専門家（医

療従事者、基礎研究者、NGO団体関係者等）との討
議を通じて各種課題を解決するための方策を議論

する。令和元年度（平成 31年度）は、平成 30年度
に作成した「予防指針に基づく課題の一覧表」と、

これまで行われてきた HIV 関連の研究事業の報告
書の解析結果に基づき、以下の 3課題に着目した研
究を行った。即ち 1）早期診断治療のための仕組み
作り、2）エイズ発症例を含む Late Presenterに対す
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る対策、3) PrEP導入を踏まえた日本におけるコンビ
ネーション HIV予防の普及の 3課題である。 
 
B．研究方法  
エイズ予防指針に基づく課題を基礎・臨床・社会

の各分担研究者を通じて、研究協力者と各分野の視

点で整理し、課題解決のための方策について個別に

意見交換を行った。第 33 回日本エイズ学会学術集
会・総会（熊本，H31.11.27-29）にて、日本エイズ学
会シンポジウム「ケアカスケード 90･90･90、最初の
90を達成するための取り組みは？」を主催し、予防
指針に関わる多くの専門家や当事者を集めて、「最初

の 90」に関する議論を深めた。また同学会では、予
防指針における喫緊の課題を取り上げたシンポジウ

ム、「日本で same day ART initiationができる体制づ
くりを目指すためには？」、「U=U 時代の性の健康、
日本におけるコンビネーションHIV予防を考える」、
「長期治療時代のメンタルヘルスとアドヒアランン

ス」などを企画した。中でも Sheena McCormack 博
士を招聘して行った「さあ、PrEPの時代だ」のシン
ポジウム後には、関係者を集めたラウンドテーブル

ディスカッションを企画した。厚労省研究班、「MSM
に対する有効な HIV 検査提供と ハイリスク層への
介入方法の開発に関する研究」班（金子班）および、

「MSM における予防啓発活動の評価手法の確立及

び PDCA サイクル構築のための研究」班（塩野班）
の合同班会議に出席し、各地域の予防啓発活動に関

する情報収集を行うとともに改訂された予防指針へ

の意見を収集した。HIV 検査現場の担当者が多く集
まる「国内流行 HIV及びその薬剤耐性株の長期的動
向把握に関する研究」班（菊池班）に参加し、各地

域の検査普及活動に関する情報収集を行うとともに

改訂された予防指針への意見を収集した。10th IAS 
Conference on HIV Science（国際エイズ会議）、に参
加し、東アジアをはじめとする近隣諸国や、ヨーロ

ッパ、アフリカなどの HIV感染の現状と対策、とく
に PrEP の導入と新規感染抑制に関し情報交換を行
った。2019 年 12 月に IAS の運営理事会がロンドン
で開催された際は、近年、検査と PrEPによって同地
域の新規感染数の半減化に中心的役割を果たしてい

る 52 Street clinic/expressを訪問し、同施設の現状に
ついて紹介していただいた。わが国でも、2020 年 1
月 13日に開催された「 U=Uに関する国際 HIVシ
ンポジウム  in Tokyo～感染しないは本当か？～」
に参加するとともに、Bruce Richman (Prevention 
Access Campaign)、 Simon Collins (HIVi-Base) らから
情報取集を行った。 
現行の予防指針の各項目を、実施者・対象・連携

先・対策に整理しなおした課題達成表課題達成表の

各行をキーにして、過去10年の厚労科研費およびA
MEDによるHIV関連研究分野の研究報告書376件か
ら、エイズ予防指針におけるキーワードを抽出し、

ニューラルネットワーク・クラスタリング、決定木

解析の２つの解析法で、重要度分析を行った。改訂

されたエイズ予防指針から研究の進んでいない分

野のキーワードとして、「最初の90」を達成するた
めの研究」が明らかになったことから、この分野に

おける新たな研究課題を創出するために、AMEDエ
イズ対策研究・耐性動向班で集められたHIVウイル
ス遺伝子配列をもとにした伝播クラスタ解析の結

果を再分析し、近年「最初の90」が達成できていな
い集団に見られる特徴を解析した。さらに、この解

析で示唆された集団の一つである、感染後検査され

るまで10年以上かかっている症例について、患者本
人の基礎的な考え方や趣向から特徴を見いだせな

いかどうかを解析するための手法を開発した。 
性産業従事者における HIV感染の状況について、

我が国では先行研究が少ないことを鑑み、インター

ネットサイトを運営する A社が保有するアンケー
トモニター登録者を対象に性行動や検査行動など

に関して 2次調査を 2019年 2月に実施した。平成
27年度国勢調査を基に、47都道府県と年齢階級に
よって層化し 20歳から 59歳の女性を比例配分し、
その割合に基づき A社保有のモニター登録者のう
ち成人女性を対象とした。スクリーニング調査をお

こない、生涯の性交相手が異性のみで生涯にお金を

もらった性交経験がある女性 1,000人を対象に本調
査を実施した。分析では単純集計および年齢層・居

住地別のクロス集計を行う。カイ 2乗検定を用いて
検討する。有意水準を 5％未満とした。データの集
計および統計処理には IBM SPSS Statistics 23
（Windows）を用いた。MSMコミュニティとの共同
研究や情報交換のため、これまで訪問したコミュニ

ティセンターHACO（福岡）、ぷれいす東京（東京）、
acta（東京）に加えて、dista (大阪)、Mabui（沖縄）
おいて会議を開催した。 
（倫理面への配慮） 
研究課題の抽出にあたっては、公共データベースに

すでに公開されているもののみを対象とし、利用規

程にそった解析を行った。ウイルス遺伝子配列に基

づくクラスタ解析においては、AMED研究班におい
て「ヒトを対象とする医学系研究に関する倫理指針」

の審査に基づいて患者同意を得て行った。セックス

ワーカーにおける HIV 感染の状況調査研究実施に
ついては大阪青山大学研究倫理審査委員会より実

施の承認を得た。 
 
C．研究結果  
わが国でのこれまでの対応を分析するため、平成

30 年度に改訂されたエイズ予防指針から見出され
た 82 のチェックすべき課題の中で、特に改訂で加
えられた施策のキーワードである「郵送検査」「医

療機関での検査」「早期治療導入」「根治治療」「ゲ

ノム療法」「外国人」「抗 HIV薬」「PrEP」「ワクチン」
「動向調査」「MSM」などについて、過去の研究課
題をマイニングしたところ、エイズ予防指針と関連



の深い 2 種類の研究報告書のクラスタがあることが
判明した。2 種類のクラスタに挙げられた研究事業
に頻出するキーワードは、「検査」「早期治療導入」

「外国人」「PrEP」「動向調査」「MSM」であった。
これらに共通するのは、「最初の 90」を達成するた
めの研究と推測できる。「最初の 90」の中でも優先
順位が高い課題として、I. 早期診断治療のための仕
組み作り、II. エイズ発症例を含む Late Presenterに対
する対策、III. PrEP 導入を踏まえた日本におけるコ
ンビネーション HIV予防、の 3課題に関して、どの
ような取り組みが可能か検討した 
I. 早期診断治療のための仕組み作り  
1) わが国の現状と対策の先進地域の対応に関
する研究：エイズ対策の最も重要なテーマが、

早期検査/早期治療開始であることに異論はない。
実際、感染の可能性のある人々が、気軽に安心

して検査や感染予防に関する相談ができる窓口

が重要であることも明白で、そのために地域の

保健所とコミュニティセンターがその任を担っ

てきた。これまでの施策に加えてどのような取

り組みが必要か考えるためには、そもそも、我

が国にどれくらいの感染者が、どの地域に住ん

でいるのか？何処で感染しているのか？などの

研究が必要である。予防指針改定のポイントの

一つに「発生動向調査の強化」があげられ、複

数のグループがわが国の感染者総数などの考察

を試みている。日本エイズ学会での松岡らの報

告によると 2006 年から 2015 年の期間で感染か
ら診断までの期間はどの地域でも短縮されてお

らず、コミュニティの活動が維持されてきた東

京や大阪では、発症者は 20~25%で推移したが、
福岡やその他の地域では 34%のままであり、早
期診断に向けた取り組みの効果は見られていな

い。また、保健所や病院を含んで、何らかの免

疫不全症状が出現する前に検査で HIV 感染が見
つかるのが東京では 73%であったの対し、東京
以外では 51%であった。これらのデータをもと
に、我が国における未検査感染者の総数を 4495
人と推定した（Matsuoka et al., Preventive Medicine 
Reports, 2019）。塩野らの分担報告にもみられる
ように、コミュニティセンター活動の活発な東

京や大阪に比較して、その他の地域における検

査時期の違い、エイズ発症者の違いは明白であ

り、この 10年改善されていない。沖縄のコミュ
ニティセンターMabuiを訪れた際、沖縄でのコミ
ュニティ検査の実態を伺ったが、地域のスティ

グマに対する懸念から、ハイリスク MSMの検査
イベントへの参加は予想より少なかったとのこ

とであった。東京や大阪で効果をあげている検

査会だが、地方では必ずしも有効でない可能性

もある。自己検査、郵送検査などの選択肢の拡

充が望まれる。 
一方、検査の利便性という観点からは、ロン

ドンの 56 Dean Street Clinic/Expressの取り組み
は目を見張るものがあった。HIV と性感染症に
特化したクリニックが、2009年にロンドンの繁
華街であるソーホーに移設され、2009年当初は、
年間 39,000人だった来訪者が、2015年には、PrEP
の代表的臨床研究である Proud studyの効果もあ
り、PrEPが広範に行われるようになって 130,000
人に増加している。この増加に対応するため、

検査に特化した施設 56 Dean Street Expressが近
くに開業された。その後、早期検査（CD4+数＞

350/µL）が 2013 年の 30％からほぼ 70％を占め
るようになり、これをきっかけに新規感染が半

減している。本施設では、受付で登録は必要と

されるものの、タッチパネルで必要事項を入力、

検査だけなら、採血から 2 時間半後には、結果
が本人のスマートホンに自動で送られるシステ

ムである。必要とする患者には、医師の診察予

約、カウンセラーの予約などが可能である。梅

毒などの STI の検査のみならず、B 型肝炎、ヒ
トパピローマウイルスワクチンなども含めて無

料で受けることができる。また、HIV 感染が判
明したら、直ちに治療が受けられる same day 
initiation が可能である。医療費の支援制度も充
実している。 

2) 日本における早期診断早期治療開始の仕組
み作り：診断から治療開始までに要する日数と

身体障害者手帳（免疫機能障害）取得に関する

研究として、2019年 1月～12月に国立国際医療
研究センターを初めて受診した HIV感染者のう
ち，臨時受診例・初診時に身体障害者手帳を取

得済の症例を除く 142 例を解析対象とした。4
例は初診時に抗 HIV療法が開始されており，138
例（日本国籍 112，外国籍 26）が未治療であっ
た。 AIDS 未発症例のうち認定基準を満たした
104 例において，診断から認定基準を満たすま
での日数の中央値は 36.5日であり，医学的に速
やかな抗 HIV療法開始が望ましい病態において
も 28日以上を要した。さらに，認定基準を満た
してから実際に抗 HIV療法が開始されるまでの
日数の中央値は 72日であった。認定基準を満た
さなかった症例は 6 例（4.7%），抗 HIV 療法を
開始するまでの間に受診中断に至った症例は 7
例（5.4%）みられた。初診時に抗 HIV療法が行
われていた 4 例のうち，1 例は治療開始前の検
査所見を利用して身体障害者手帳を取得，抗

HIV療法を中断し身体障害者手帳を取得した。2
例は身体障害者手帳を取得できていなかった。 

II. エイズ発症例を含む Late Presenterに対する
対策  

 1) Late Presenterに関する我が国と世界の現状  
「エイズ動向委員会」の報告によるとわが国に

おけるエイズ発症例は 377 例（2018）、328 例
（2019）と減少傾向は続いているものの一定数



継続し、また、何らかの免疫不全症の症状があ

って病院で診断される症例はいまだに約半数を

占めている。早期検査・早期治療開始のメリッ

トに関する情報が、社会全体に周知されていな

い可能性もあるが、発症するまで HIV 検査を受
けなかった理由についての詳しい研究は行われ

ていない。海外でも、Simon Collins (HIVi-Base)
は、56 Dean street clinic/expressのスタッフと常に
共同研究をしているが、東京での会議の際、ロ

ンドンにおける”Late Presenter”の現状について
聞いた。統計によると静注性麻薬常用者（IVDU）
の確率が高いが、あらゆる感染ルートに於い

て、”Late Presenter”は存在し、これらの感染者を
早期診断に向かわせるための手立ては打ててい

ないとのことであった。また、IASの理事でもあ
る Cristina Mussiniらは、ヨーロッパの 8つのコ
ホート研究をまとめて”Late Presenter”に関する
報告をしている（Mussini C et al., AIDS 22, 2008）。
ロンドンでの IAS の運営理事会の際に、これら
の方々の早期診断早期治療に向けた取り組みに

ついて聞いたところ、病院にも来ない検査にも

来ない人々にはアプローチのしようがないとい

うコメントをいただいた。 
我々は、まず、診断が遅れている感染者の把

握のため、基礎研究のアプローチとして、AMED
エイズ対策研究・耐性動向班で集められた HIV
ウイルス遺伝子配列をもとにした伝播クラスタ

解析の結果を用い、2012年～16年に成長した伝
播クラスタや孤発例から新たに伝播クラスタと

して見出された症例を再分析した。2012 年以降
の大きな伝播クラスタは、一部を除いて新規の

感染者を加えることがまれになってきており、

伝播の抑制はある程度成し遂げられている。に

もかかわらず増えているクラスタ（リスク集団）

の特徴は、都市部の若年層か地方の中年以上の

層であることがわかった。このうち、後者につ

いては、感染後検査されるまで 10年以上かかっ
ている症例を多く含んでおり、診断が遅れ、エ

イズ発症例として見つかる“Late Presenter”を代
表している方々ではないかと考えられる。 

 
2) エイズ発症ゼロを目指した AI によるフリー
テキスト解析  
研究班内の討論を続け中から、実際に AIDS を発

症あるいは、何らかの免疫不全症状が出現し、病院

で診断を受け治療されている方々は、“Late Presenter”
と考えられることに気が付いた。これらの人々には、

検査行動を起こすために、特別な動機付けや心理的

支援を必要とする人々が含まれているのではないか

と考えられるが、これを裏付けるエビデンスはない。

そこで、「エイズ発症ゼロを目指した AI によるフリ
ーテキスト解析」の企画を立案した。本研究の最終

目的は、エイズ発症者をゼロにすることであり、そ

の第一段階として発症して見つかった症例がどの

ような属性を持っているかを検討し、その心理的特

徴を検討する。この調査によって、「正しい知識の

普及・啓発」や「検査勧奨」が届かないとされてき

た人々を理解し、早期診断・早期治療開始を可能に

する施策の立案につなげる。本調査の解析には、マ

ーケット調査を行う AI の応用が可能であり、これ
に関して、IBMの専門家と打ち合わせを重ね、研究
計画書、説明と同意書を作成し、現場の負担なく患

者へのインタビュー結果をテキストデータに変換

するためのシステムの開発を行った。第 33 回日本
エイズ学会中に、東京、福岡、大阪、沖縄などの担

当医とカウンセラーの意見を聞き、ブラッシュアッ

プし、倫理委員会にかけるところまで到達した。し

かしながら、その後の COVID-19の勃発ために、現
在は進行がストップしている。緊急事態の解除を待

って、再開する予定であるが、“Late Presenter”の中
には情報が近くにありながら、検査行動につながら

ない根本的な問題（心の問題など）を持つ症例が存

在すると考えられ、検査行動に向けた心理的支援な

どの可能性が明らかになる。 
 

III.  PrEP 導入を踏まえた日本におけるコンビネ
ーション HIV予防の普及  

1)	 我が国における HIV 感染予防対策の現状

（社会分野の視点での整理） 
予防活動に関わる多くの研究協力者と協働し、

HIV陽性者、MSM、性産業従事者に関する状況につ
いて検討した。個別施策層のうち、MSM に関する

状況としてはコミュニティセンター事業の効果は

明らかである。コミュニティセンター認知群では、

これまでのHIV抗体検査経験が 8割～9割に到達し、
過去 1 年間の受検経験も 4 割を超える地域がある。
一方でコミュニティセンター非認知群では低い割

合で留まっている。コンドーム使用状況については、

コミュニティセンター認知に関わらず、過去 6ヶ月
間のアナルセックスにおけるコンドーム常用率は

どの地域も低下している。ARTが簡便になった 2010
年前後から低下しはじめており、介入前の 30％代に
まで低下している。課題となっていた。感染リスク

の高い層（性感染症既往歴が高く、性行為時の薬物

使用割合も高い）としてハッテン場利用者が考えら

れる。感染リスクの高い層は、ゲイ向け商業施設を

利用するが、コミュニティセンターの認知度は低く

HIV陽性割合は高い。 



 
2) PrEP導入に関する課題  

TDF/FTC を用いた PrEP の導入は、以前より日本
エイズ学会から厚労省へ要望書を提出してきた。担

当企業の交代などの問題があり、正式な検討会にか

かるのが約 1年遅くなったが、2020年 2月 12日「第
40回医療上の必要性のある未承認薬・適応外薬検討
会議」の一覧表に掲載された。即ち、TDF/FTCによ
る PrEPは、抗菌・抗炎症分野の適応外薬カテゴリで、
検討中の薬剤となっている。これに先立ち第 33回日
本エイズ学会学術集会・総会（熊本）で、「さあ、PrEP
の時代だ」のシンポジウムを開催するとともに、関

係者を集めたラウンドテーブルディスカッションを

行った。シンポジウムでは、McCormack博士による、
現在のロンドンにおける新規感染数の半減に PrEP
の導入が大きく貢献したこと、PrEpの導入において
は医療者主導ではなく、コミュニティ主導の導入の

重要性などが紹介された。一方、PrEPは治療ではな
く予防であることから、それぞれの地域によって導

入の方法に工夫が必要であることなどが討議された。

シンポジウム後に企画したラウンドテーブルディス

カッション（CBOの意見交換会）は大変意義深いも
のであった。東京で先行的に進められている PrEPの
導入の効果については一定の理解を示されているも

のの、継続的な体制が整備されていないことや、個

人のアドヒアランスが維持できない、HIV 以外の性
感染症が予防できないため、その予防啓発の取り組

みを各地域で進めるためには、それぞれの地域に応

じた基盤整備が必要であることまた医療者側は

PrEP の導入による感染の抑制に主眼がある一方で、
CBO 側は PrEP の提供体制の継続性やフォローアッ
プ体制に意識が向いており、総じて情報浸透を含め

コミュニティにおける体制整備に課題を感じている

と考えられる。一方でコミュニティ当事者を対象と

した調査研究より、個人輸入と考えられる PrEPの使
用割合は増加してきており、対応を急ぐ必要がある。 

 
3)セックスワーカーを対象とした性行動および
予防行動に関する調査結果  
昨年度に引き続き、性産業従事者に関しては先行的

な量的資料が少なく、本研究で実施した質問紙調査

の結果をもとに詳細に分析を進め意見交換した。調

査方法は A社が保有するアンケートモニター登録者
を対象として 47 都道府県と年齢階級によって層化
し、20歳から 59歳の女性について比例配分し、「生
涯の性交相手が異性のみで生涯にお金をもらった性

交経験がある女性」を対象に、労働環境や予防行動

について伺った。主な結果として、HIV 抗体検査受
検行動について、これまでの受検経験者の割合は

41.4%であり、仕事の種類別に有意差がみられた
（p≺0.01）。風俗系施設における未受検の理由として
多かったのは「HIV感染の可能性がない」が 42.6%、
「結果を知るのが怖い」22.7%、「どこで検査を受け

たら良いか分からない」25.6%、「機会がなかった」
25.0%、「お金がかかる」27.8%、「面倒だから」25.6%
などの理由であった。性感染症について、病院やク

リニックを受診歴は、44.3%～71.1%があり、性感染
症既往歴は 40.2%～64.5%と風俗系・インターネット
の両方で働いたことがある人で最も高い割合であ

った。これらの結果の報告及びコミュニティとの意

見交換のため、令和元年 8 月 17 日（土）コミュニ
ティセンターdistaにて「セックスワーカーの予防に
関する調査結果と予防指針に関する意見交換会」を

企画した。セックスワーカーを対象とした調査結果

（塩野）エイズ予防指針における課題（松下）につ

いての講演の後、意見交換会を行った。distaは大阪
の繁華街の中にあり、CSWの活動も近くで行われて
いるとのことだった。実際の CSW にも参加いただ

き、加えてその支援を行っている SWASHのスタッ
フも加わり、dista の関係者も加えて総勢 20 名ほど
の参加者があった。インターネットや SNSの普及に
よって、事業体に属さないフリーランスの CSW の

増加が指摘され、このような方々の健康管理などの

問題が提起された。また、このような方々の実態は

今回の調査に反映出来ていないかもしれない。さら

に SWASHのこれまでの活動から、CSWはそもそも
違法な就労であり、厚生行政の枠外という対応であ

ったという報告があった。 
 
Ｄ．考察  
	 新規感染予防における全世界共通の 2 大戦略は
「早期診断・早期全例治療」と「高リスク者を対象

とした曝露前予防内服（PrEP）」であるが、日本に
おいてはいずれの体制も整備されていない。特に、

せっかく早期に診断されても免疫機能障害の認定

基準の問題で早期治療が行えないとの指摘は以前

から繰り返しなされており、関係部署と専門家との

間で迅速に議論を進める必要がある。エイズ発症率

や感染から診断までの期間に関して、東京と東京以

外との地域差に関しては様々な要因が考えられる。

各地域で予防啓発活動を行っているコミュニティ

センターの役割は大きく、PrEPの導入を契機にこれ
を拡大していく努力が必要である。 
椎野らの分担報告にあるように、クラスタ解析に

て中年以上の層では検査に来ない感染者が多いこ

とが示されている。これまでの研究事業でも、こう

した示唆はあるが、中年以上の層が必ずしもすべて

検査を忌避する“Late Presenter”というわけではない。
社会系の研究においても、検査が忌避される理由に

ついて明確な理由はつかめていない。今後、「エイ

ズ発症ゼロを目指した AI によるフリーテキスト解
析」をいくつかの医療機関において行い、診断時期

の異なる感染者に HIV と関係の薄い質問を問いか
け、その回答をテキストマイニングすることによっ

て“Late Presenter”の特徴をつかめる可能性がある。
この結果は、検査を忌避されないための今後のさま



ざまな工夫に対して論拠を与えることができる。ま

た、テキストマイニングで見いだされたクラスタは、

エイズ予防指針を考慮した研究を AI で推定するた
めの基盤となる情報であり、今後モデルを成長させ

ることで、指針に沿った研究を数値的に評価できる

統計モデルを公平に推定できるシステム構築への道

が開けたと考える。 
 第 33回日本エイズ学会学術集会・総会の「さあ、

PrEPの時代だ」のシンポジウム及び関係者を集めた
ラウンドテーブルディスカッション（CBOの意見交
換会）は大変意義深いものであった。様々な意見が

出た中でも、「地方都市ではコミュニティセンターも

活動資金もなく活動している NGO がほとんどであ
る。検査の促進を考えて啓発を行うだけで精一杯で、

PrEPをどうするかまでは正直余裕がない。これまで
せっかくコンドーム使用を約 50％まで上げてきたの
に、PrEPが入ることでその努力が水の泡になってし
まうのではないか。PrEP や U＝U は結構な話だが、
日常診療現場において医療従事者（特に HIV非専門
家）からの診療拒否（歯科や透析）や ARTを受けた
くとも身障/更生医療制度の狭間で治療が開始でき
ないなど、先進的な話以前に解決されるべき問題が

解決していない。地方のコミュニティは都市部のそ

れが抱える問題とはまた違った問題を抱えている。

PrEP 導入の賛否よりも検査や医療アクセスに関す
る問題を解決することが第一ではないか。トランス

ジェンダーやCSWはMSMに関連する問題より一層
置き去りにされている。」などの意見が出た。CBO
はこれまで、safer sex campaignを活動の柱にしてお
り、コンドームを 100%用いる感染予防に取り組んで
いることから、必ずしも PrEPがメリットになると感
じられないかもしれない。また、すでに HIVに感染
し ART にてウイルス増殖を抑制しているメンバー
にも PrEPは関係がない。これらから、新規感染予防
のための PrEP導入は、現在のコミュニティにとって
必ずしも優先順位が高くないのではないかというご

意見をいただいた。東京で先行的に進められている

PrEP の導入の効果については一定の理解を示され
ているものの、継続的な体制が整備されていないこ

とや、個人のアドヒアランスが維持できない、HIV
以外の性感染症が予防できないため、その予防啓発

の取り組みを各地域で進めるための基盤整備が必要

であることが指摘された。 
PrEPの日本への導入に向けた諸課題の中でも、コ

ミュニティの役割への理解は重要である。

McCormack 博士が力説するように、地域への PrEP
の導入にはコミュニティが中心的役割を果たすこと

になる。確かに、欧米のコミュニティの中には LGBT
の人権と社会的認知活動から成長したものが感じら

れるのに対し、わが国の CBO は性感染症と HIV 感
染症の予防啓発が主な活動であり、PrEPの導入が必
ずしもコミュニティのメリットになっていないこと

が分かった。その後、Sheena と話した際、Proud Study

前のロンドンにもこのような状況があったと伺っ

た。これをうまく誘導できたのは、 community 
advisory boardの存在だったということであり、PrEP
の導入に合わせ、日本エイズ学会内に専門の委員会

（日本における PrEP の社会実装のためのワーキン
ググループ・仮）を作るとともに、community advisory 
board の立ち上げを計画する予定である。PrEP を希
望する MSM は、現在のコミュニティメンバーより
はるかに多数存在していると考えられる。やはり

MSM の性交渉のこと、予防のこと、コミュニティ

主導の予防の進め方、PrEPに関しての懸念などは当
事者でないとわからないことが多く、委員会には複

数の当事者の参加を考えている。PrEPの導入を踏ま
え、既存の予防法の再認識を含めた日本におけるコ

ンビネーション HIV 予防の普及を同時に行う必要
がある。 

 
Ｅ．結論  
	 「エイズ予防指針に基づく課題の一覧表」から、

ケアカスケードの最初の９０（診断から治療開始ま

で）に関連した課題がわが国において最も大きな課

題であることが分かった。予防指針に沿った施策の

実現のため、行政・医療（拠点病院）・コミュニテ

ィの協働は必要不可欠だが、感染予防法や抗ウイル

ス療法の進歩に対応した取り組みに集中した新た

な提案が必要である。具体的には PrEP 導入をきっ
かけとした、感染予防と検査勧奨の取り組みの再構

築が提案できる。PrEP導入には、当事者を含めた委
員会と community advisory board の立ち上げが必要
である。予防指針の目標達成に重要な「早期治療」

を実現するためには、国が主体となった制度面の工

夫も必須である。 
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